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米国同時多発テロと石油情勢（2001年9月13日現在）

1　これまでの市況への影響
1）原油価格は瞬間的に上昇したが、市場はほぼ平静
ロンドンのIPEブレント期近物価格は9月11日に31.05を記録し、前日の終値27.45$/bから3.6$/b上昇した。しかし終値は29.06$/bで前日終値比1.61$/bの上昇に止まった。また出来高は10日の約7万枚から11日は13.7万枚へと倍増。ただし翌12日終値は28.02$/bとほぼ事件前の水準に戻った。

9/07　　27.69

9/10　　27.45

9/11　　29.06　（最高値は31.05）

9/12　　28.02

9/13　　28.10

ちなみにNYMEXは9月11-13日間の3日間休場し、13日現在で再開の予定は立っていない。ただし、14日にACCESS取引開始を希望している。

またIPEはNYMEXに対し取引場所の提供を申し出た（DJ, 9.13）。

2）一部でガソリン小売り価格は急騰したが、米国内のガソリン価格は政府の対応もあり安定
米国ではガソリン不足への不安から一部でパニック買いが発生、ガソリン・スタンドの中には価格を大幅に引き上げ、6$/galで販売するところも出ている。しかし、全米自動車協会（AAA）は9月13日、同日の全米ガソリン小売価格は平均1.541$/galと、テロ事件前と比べ0.8セントしか上昇していない、と発表した（DJ, 01.9.13）。

ちなみに、不当値上げに関しては、以下のような情報がある（WSJ, 01.9.13、DJ、01.9.13）。

ミシシッピ州：州政府は9月12日に、ガソリン価格が3$/gal以上するとの苦情の電話を1000件以　　　　　上受けた。

オクラホマ州：オクラホマ市周辺の24カ所のガソリン・スタンドの内5カ所がガソリンを値上げし、3.52$/galでレギュラー・ガソリンを販売していたところもあった。

イリノイ州：南部イリノイのCasey’sの販売所13カ所では、10日に1.68$/galで販売していたガソリンを、5$/bで販売していた。（Casey’sは13日に不当価格で売却した顧客への返金を発表）

セントルイス：フィリップスの66カ所のスタンドではレギュラーを2.99$/galで、プレミアムを　　　4.99$/galで販売。

なお、事件後、ニューヨーク港への船舶の出入りは一切停止されていたが、12日にはガソリン、ディーゼルの搬入が開始された（DJ, 01.9.12、13）。

2　米国政府と石油業界の反応：パニック沈静化に懸命
1） 政府の対応

エイブラハム・エネルギー長官は9月12日、ガソリン価格を急騰させるような供給不足はないと述べ、不当な価格を告発するためのエネルギー省ホットラインを開設したと発表、悪徳業者の告発を訴えた。また、必要な場合はSPRをすぐに放出することが可能だが、現状はそのような事態ではないと述べた（PON, 01.9.13、DJ, 01.9.13）。さらに、DOEは全てのエネルギー施設の安全保障強化を要請したと発表。

またテキサス州、ミシシッピ州、フロリダ州は価格不正取り締まりのための非常事態を宣言した。

一方、環境局（EPA）は夏季RFG規格の即時停止を発表して、（PON, 01.9.13）FTCは13日にガソリン不当値上げ警告を発表する予定（DJ, 01.9.12）

2）石油会社の対応：価格凍結を発表する企業が相次ぐ（PON, 01.9.13、DJ, 01.9.13）

EquilonとMotiva：市場の混乱を抑えるため、数日間ガソリン、ディーゼル価格を凍結すると9月12日に発表した。この価格凍結は両社が保有するShellとTexacoのガソリン・スタンド並びに両社が権益を持つ独立系のスタンドや仲介業者の価格に適用される。

Marathon Ashland：ほとんどすべての供給先に通告していた価格引き上げを撤回し、9月10日の販売価格に戻すことを発表。価格据え置き期限は明記していない。同社が値上げ発表するまで。

Exxon Mobil：独立系ディーラーや販売業者に対し、価格引き上げを行わないよう要請した。

Chevron：ガソリン、ディーゼルの充分な供給が可能だとし、我々の任務は顧客に安定的な供給を続けることであり、そのために最善を尽くすと発表。

Conoco：Conocoが所有するガソリン・スタンドでのガソリン小売り価格と卸売り業者への販売価格をテロ事件前の水準に維持すると発表。

3）業界団体の対応：不当値上げを警告
Independent  Gasoline Marketers of America(SIGMA)はDOEと協力して、全てのメンバーに不当値上げを行わないよう警告した（PON, 01.9.13）。

APIも供給元、小売り業者に対し、テロ事件を利用した不当値上げを強く警告。

3　OPECの対応：安定供給を強調

OPEC：事務局長---OPECは世界の需要を満たす供給を保障する

ロドリゲスOPEC事務局長は9月11日、メンバー諸国は石油市場の安定性強化というこれまでの政策を維持すると同時に、市場が必要とする充分な量の石油供給を保証する、と声明した。またOPEC加盟国のいくつかが石油禁輸を発動する可能性を否定した（DJ, 01.9.11）。

OPEC：事務局長---需給バランスはノーマル

ロドリゲス事務局長は9月13日、世界の石油需給バランスはノーマルであり、ここ数日の石油価格上昇は市場がパニックに陥っていたため、と述べた（DJ, 01.9.13）。

クウェート：石油関係の政府高官発言---供給保障

9月12日のクウェート放送で石油関係の政府高官は、「クウェートは他のOPECメンバーと協調してマーケットの安定性を保障するために、全ての必要な措置を講ずる。11日の石油価格上昇は自然なことだが、その上昇は長くは続かないだろう。」と述べた。また他のクウェート政府高官は9月11日、クウェートからの石油出荷は通常通り続いていることを確認（DJ, 01.9.12）。

UAE：石油相---供給保障

Nasseri石油相は9月12日、11日の対米テロによって何らかの石油供給不足が生じれば、OPEC及び非OPEC諸国は、充分な供給を行うと発言、悲劇的事件が世界の石油供給に影響を与えることはない、と述べた。またUAE並びに他の湾岸産油国からの石油輸出は通常通り行われていると発表した。また価格上昇は一時的なもので、長期化しないとも述べている（DJ, 01.9.12）。

サウジ：石油相---供給に変化なし

ナイミ石油相は9月12日、サウジ国営通信において、対米テロ攻撃によってサウジアラビアが米国あるいは他の輸入国への石油輸出計画を変更することはない、と公式に声明した。またサウジ政府にとって、国際石油市場の安定と継続的な石油供給が非常に重要な問題であるとも述べた（DJ, 01.9.13）。

サウジ：米国外交官のコメント

サウジ駐在の米国外交筋はサウジの石油政策について次のようにコメントした。サウジアラビアと西側、特に米国との関係は強く、サウジの石油政策に変更はない。またサウジにおける米国の基本的プレゼンスを変更することなく、湾岸におけるその存在や輪郭を軽くすることはできる（DJ, 01.9.13）。

以　上
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